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工業用水道事業□２
・中期財政収支計画

料金収入については、現状維持を目標とし、更には、新規需要開

拓に努めていく。また、管理費の削減に努めていくとともに、企業

債の償還については、繰上償還を含めて計画的に行っていくことと

するが、人件費については、平成１８年度から平成２２年度までは

退職者の増加が見込まれており退職手当額が例年より増加する傾向

となるため、その分増加していく見込みとなっている。

また、維持管理費については、各事業所において、安定的な工業

用水の供給、今後の設備投資、維持修繕のコスト節減及び給水量増

加に対応するための各種調査を見込んでいるため増加傾向となって

いる。

　　　収益的収支と資本的収支 (単位：千円）

減価償却費等 187,597 194,297 192,785

維持管理費 230,731 217,437 243,995
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・将来需要予測

給水需要については、当面の間、現状維持とし、新規需要の開拓

等需要拡大に努めていくこととする。

（㎥ 日）/

現在、工業用水の既存受水企業数は３５社となっており、契約水

量の内訳は、

５０㎥ 日以上１，０００㎥ 日 未満 約５７％（２０社）/ /

１，０００㎥ 日以上５，０００㎥ 日 未満 約２６％（９社）/ /

５，０００㎥ 日以上 約１７％（６社）/

、 ， 。となっており ６割近くが１ ０００㎥ 日未満の企業となっている/

新規受水企業については、この規模の企業を対象として捉えてい

る。

・設備投資計画

（百万円）
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施設整備概要

・東南海、南海地震といった大規模地震の発生に備え、施設の耐震

診断を実施し、順次補強工事を行う。

各事業の主な整備事業

・各事業とも、耐震工事を主とした整備事業を予定している。

・経費節減等の財政効果

平成１８年度には、未利用財産の売却により、約１，３００万円

の収入増が見込まれており、支出面では、平成１７年度～平成１９

年度に企業債の繰上償還を実施することにより総額２億２００万円

の経費削減効果があり、給与カットの継続（管理職２％、その他１

％）や調整手当の廃止などの給与制度改正や平成２１年度末にて職

員数の削減により、平成２１年度までの間に人件費としては総額約

１，７００万円抑制出来る見込みである。

しかしながら、人件費については退職手当の増加予測額が、抑制

額を上回る見込みとなっている。

（単位：万円）
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・定員管理

定員数値目標となる職員数については、下記のとおりとする。

成１６年度当初より総合管理センターによる集中管理体制を採用平
することとしたことにより、大幅な人員削減を実施したところであ

り、これ以上の人員削減は、現在の業務量と比して困難であると考

え、当面の間、現在の人員を維持していくこととするが、今後総務

部門等を中心に随時見直しを含めて協議していくこととする。

なお、この目標数値は、平成１８年３月公表の「行財政改革推進

プラン」中の公営企業部門の内数となっている。

（単位：人）

対11.4.1
純減率

△34.3%

対17．4．１
11.4.1～16.4.1
純減実績

平成17年4月1日 21

平成22年4月1日 20

△１ △4.8％ △１２


